
富里市創業・事業承継応援補助金交付要綱 

 

（令和５年３月１５日告示第３４号） 

 

改正  令和７年４月１日告示第８３号  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の産業の振興及び活性化を図ることを目的とし、市

内で初めて創業及び事業承継（以下「創業等」という。）を行う者に対して、

予算の範囲内において、富里市創業・事業承継応援補助金（以下「補助金」

という。）を交付することについて、富里市補助金等交付規則（平成１９年

規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 （１） 創業 次のいずれかに該当する場合をいう。 

  ア 事業を営んでいない個人が、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

２２９条に規定する開業等の届出（第４号において「開業等の届出」と

いう。）により、新たに事業を開始する場合 

  イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、事業を開始する場合 

 （２） 創業の日 個人事業者にあっては開業の日を、法人にあっては法人設立

の日をいう。 

 （３） 事業承継 市内で事業を営んでいる者が、事業を継続させるため、別の

者に事業を全て承継する場合をいう。 

 （４） 事業承継の日 個人事業者の場合にあっては開業等の届出に記載の開

業・廃業等日を、法人の場合にあっては代表者の変更日をいう。 

 （５） 事業所等 事業の用に供する事務所、店舗、工場等であって、建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく用途地域の条件に適合している

ものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする 

 （１） 市内において補助金の申請をした日の属する年度内に創業を行う者若し

くは事業承継を受ける者 

 （２） 創業の日又は事業承継の日時点において、個人事業者にあっては市内に



居住し、本市の住民基本台帳に記録され、法人にあっては市内に事業所

等を有すること。 

 （３） 創業等に際して法律等に基づく資格が必要な場合は、当該資格を有し、

又は創業の日若しくは事業承継の日までに有する見込みがあること。 

 （４） 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が直接、

事業又は営業に携わること。 

 （５） 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する

中小企業者であること。 

 （６） 創業の日又は事業承継の日以降、１年以上継続して営業すること。 

 （７） 富里市創業支援等事業計画に基づく特定創業支援等事業を修了し、かつ、

富里市商工会が実施する創業等の相談を受け、適切な事業計画を有してい

るものとして推薦を得ていること。 

 （８） この要綱に基づく補助金の交付を受けていない個人事業者又は法人であ

ること。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その

他の団体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若

しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に

関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者を

いう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、当

該事業は補助対象とならない。 

 （１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。） 

 （２） 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令

上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）

をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認めら

れる者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える

目的で、情を知って、法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなること

を知りながら、暴力団員又は暴力団員等が指定した者に対して行う、

金品その他財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

ウ 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他契

約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員



であることを知りながら、当該契約を締結する行為 

 （３） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（4） 市税を滞納している者 

 （5） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）に基づく許可又は届出を要する営業を営む者 

 （6） フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者 

 （7） その他市長が適切でないと認める者 

（暴力団密接関係者） 

第４条 規則第２０条第１項第３号の市長が定める者は、前条第２項第２号又

は第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合に

あっては、その役員等が同項各号のいずれかに該当する法人その他の団体）

とする。 

（補助金の交付） 

第５条 補助金の額は、補助金の交付対象となる経費に２分の１を乗じて得た

額（千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、５０万円

を限度として交付する。 

（補助対象経費等） 

第６条 補助金は、次に掲げる事業に要する経費とする。 

 （１） 創業に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経費 

 （２） 店舗等借入費 

 （３） 設備費 

 （４） マーケティング調査費 

 （５） 広報費 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、富里市創業・事業承継応援補助

金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

 （１） 収支予算書 

 （２） 宣誓書 

 （３） 事業計画書 

 （４） 富里市商工会から発行された推薦書 

 （５） 市税の納税証明書（市税の全てに未納が無いことを証明するもの） 

 （６） 個人事業主にあっては住民票の写し 

 （７） 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種で、既に取得している場合

に限る。） 



 （８） 申請時に有効な見積書 

 （９） その他市長が必要と認める書類 

（実施状況等の報告） 

第８条 交付決定者は、事業を開始した日以降、２年間事業の実施状況につい

て、実施状況報告書（別記第２号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に

報告しなければならない。 

 （１） 個人事業主にあっては確定申告書の写し 

 （２） 法人にあっては決算書の写し 

 （３） その他市長が必要と認める書類 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。



別記 

第 1 号様式（第７条関係） 

 

富里市創業・事業承継応援補助金交付申請書 

 

年   月   日  

富里市長          様 

 

                所在地又は住所 

          （申請者） 氏名又は法人名  

                （代表者氏名）             

 

 富里市創業・事業承継応援補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添え

て下記のとおり補助金の交付を申請します。 

 

記 

事業所等の所在地  

事 業 所 等 の 名 称  

事 業 区 分 創 業  ・  事業承継 

業 種  

事 業 内 容  

創業又は事業承継の（予定）日  

添 付 書 類 等 

(1) 収支予算書（別紙１） 

(2) 誓約書（別紙２） 

(3) 事業計画書 

(4) 富里市商工会から発行された推薦書 

(5) 市税の納税証明書（市税の全てに未納がないことを証明するもの） 

(6) 住民票の写し（個人事業者に限る。） 

(7) 営業許可証（許認可を必要とする業種で、既に許認可を取得している場合

に限る。） 

(8) 申請時に有効な見積書 

(9) その他市長が必要と認める書類 

備考 添付書類のうち、(5)及び(6)については、誓約書に同意することにより省略できます。 

 

 

 

 



第２号様式（第８条関係） 

 

  年  月  日 

富里市長          様 

 

報告者 

                所在地又は住所  

                氏名又は法人名  

                （代表者氏名）            

 

富里市創業・事業承継応援補助金実施状況報告書 

 

 富里市創業・事業承継応援補助金交付要綱第９条の規定により、  年  月末

現在の事業状況を次のとおり報告します。 

記 

事 業 年 度 
第１期・第２期 

年   月から    年  月  日まで 

事 業 所 の 所 在 地  

開 業 日 年  月  日 

業 種  

事 業 内 容  

現 在 の 事 業 状 況 

□ 事業を継続している 

□ 事業内容を変更・拡大した 

（ 変 更 内

容                    ） 

□ 移転した 

（ 移 転 日 ・ 移 転 先

等                ） 

□ そ の 他

（                     ） 

添 付 書 類 等 

(1) 経営状況を証明する書類 

 ・個人事業主にあっては、確定申告書の写し 

 ・法人にあっては、決算書の写し 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

 

 



別紙１ 

収 支 予 算 書 
 

（１）収入の部（補助対象経費に係るもの） 

区 分 予 算 額 内 訳 

自己資金 円  

借入金 円  

補助金 円  

   

合計 円  

 

（２）支出の部 

区 分 補助対象経費 
補助金交付申請額 

(経費×1/2 以内) 
内 訳 

創業等に必要な官公署

への申請書類作成等に

係る経費 

円 

 

 

店舗等借入費 円  

設備費 円  

マーケティング調査費 円  

広報費 円  

合計 円 円  

 ※補助金交付申請額は 50 万円以内 



 

誓 約 書 

 

 私は、富里市創業・事業承継応援補助金の申請をするに当たり、下記の内容

について、誓約します。誓約した内容と事実が相違することが判明した場合に

は、補助金の交付を受けられないことになっても異議はありません。また、これ

により生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。 

 

記 

 

・交付要件を満たしています。また、申請内容及び提出書類に虚偽はありませ

ん。 

・富里市から申請の内容について検査・報告の求めがあった場合には、これに応

じます。 

・交付要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、直ちに補助金を返還し

ます。 

・本補助金の申請に係る書類一式について、帳簿及び全ての証拠書類を今後５年

間保存することを承諾します。 

・富里市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力

団又は同条第２号に規定する暴力団員ではありません。 

・補助金の交付に当たり、市が市税の納付状況を調査することに同意します。 

・補助金の交付に当たり、受給資格（住所）を公簿等で確認することに同意しま

す。（個人事業主の場合） 

・補助金の交付後は、市の創業支援に関する事業へ協力することに同意します。 

 

  年  月  日  

 富里市長    様 

 

  住所又は所在地 

 

  氏名又は法人名 

 

  （代表者名） 

※自署又は記名押印 

 

 


